
プラットフォーム名：おおいた地域連携プラットフォーム 

“人生 100 年時代を見据えたライフステージの各段階を支える 
おおいた地域の地（知）のプラットフォームの機能強化” 

事業参加機関の満足度： 基準値 93.1%（2022 年度）→ 目標値 97%以上（2027 年度） 
大分県と構成大学等の連携事業数： 基準値 197 件/年（2022 年度）→ 目標値 205 件/年（2027 年度） 

  

プラットフォームの連携体制・中長期計画の概要図 

“おおいた”地域の高等教育活性化についての第２期中長期計画（2023～2027 年度）  活性化対象地域＝『大分県』  ※第１期計画：2018～2022 年度 

１．現状・課題                              ３．連携体制図 
（１）大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン 2015～2020 改訂版」及び「第２期 

まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略」で高等教育機関に求められている役割 
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中長期計画 
（各部会・ワーキングでの取組） 

        

総会・事業推進本部会議 
（承認・決定機関） 

        

事業推進本部会議 
（中長期計画協議機関） 

        

外部評価委員会         

 

 
（２）本計画における課題          ４．取組内容 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．ビジョン・目標 

 
 
 

現状と課題 

 大学等高等教育機関は「知の拠点」として、学生の確保や生涯学習の提供、グロー
バル人材の育成、自治体や企業等との連携など地域への貢献が期待されています。 

 県内の研究・教育振興の中心的役割を担いつつ、地域に密着したカリキュラムや留
学生の活用など、それぞれの大学の特色を生かすことが求められています。 

 人口減少に伴い、高等教育機関への進学者も減少し、大学等の統合・再編が議論さ
れる中、「知の拠点」としての機能を発揮し続けるためには、大学等の魅力を高め
て、入学者を確保する必要があり、特に、卒業後の県内定着が期待される県内進学
を促進することが求められています。 

「知の拠点」としての大学等との連携 

① 県内自治体・産業界等と大学等の連携の推進 
② 産学官連携による産業、福祉、医療等、様々な分野の課題解決による地域活性化の

推進 
③ 地域活性化のため、学生等が地域と協働して行うフィールドワーク等の推進 
④ 大学等連携による地域に密着した科目の充実 
⑤ 大学等の魅力を高める高等教育の質の向上 
⑥ 多様なニーズに応える社会人の学び直し機会（生涯学習、リカレント教育）の提供 
⑦ 産学官連携による地域創生人材の育成と質保証 
⑧ 高等教育機関進学率の向上 
⑨ 学生の確保等による若年者の人口流出抑制 
⑩ 人口減少の抑制に向けた県内就職の促進 

① 県内自治体・産業界等と大学等
の連携の推進 

② 地域課題解決等を学術的に支え
る研究の推進 

③ 学生主体の地域課題解決活動の
推進 

④ 「大分を創る人材を育成する科
目」の運用体制の確立 

⑤ 大学等連携教職員研修の実施 
⑥ 多様なニーズに応える生涯学

習、リカレント教育の推進 
⑦ 「大分を創る人材を育成する科

目」を通じた人材育成の高度化 
⑧ 進学率向上に向けた取り組み 
⑨ 県内進学促進に向けた取り組み 
⑩ 県内就職率向上事業 

５．ロードマップ 

①地域を対象とした教育研究による地域課題解決及び産業・地域活性化の推進 

②産学官連携による地域の高等教育の質向上と地域創生人材の育成及び社会人の学び直し支援 

③産学官連携・高大社接続の実質化による中等教育支援と高等教育機関進学の促進及び 

県内就職の促進 

高等教育機関（県内カバー率＝100%） 地方公共団体・国機関 経済団体・関係団体・企業等

・大分大学（会長）
・日本文理大学

（副会長／申請取りまとめ校）
・別府大学（副会長）
・大分県立看護科学大学（監事）
・立命館アジア太平洋大学
・大分県立芸術文化短期大学
・大分短期大学
・東九州短期大学
・別府溝部学園短期大学
・別府大学短期大学部
・大分工業高等専門学校
・放送大学大分学習センター

・大分県 ・杵築市
・大分市（副会長） ・宇佐市
・別府市 ・豊後大野市
・中津市 ・由布市
・日田市 ・国東市
・佐伯市 ・姫島村
・臼杵市 ・日出町
・津久見市 ・九重町
・竹田市 ・玖珠町
・豊後高田市 （県内全市町村）

・大分労働局

・大分県教育委員会
・大分県立工科短期大学校

・大分県商工会議所連合会（副会長） ・株式会社豊和銀行
・大分県商工会連合会 ・株式会社オーイーシー
・大分県中小企業団体中央会 ・大分交通株式会社
・大分県経営者協会 ・株式会社オーシー
・大分経済同友会 ・社会福祉法人新友会．
・大分県中小企業家同友会（監事）・株式会社地域科学研究所
・（公財）大分県産業創造機構 ・株式会社豊後企画集団
・有限会社大分合同新聞社 ・柳井電機工業株式会社
・株式会社大分銀行 ・大分県信用組合
・大分信用金庫 ・東京海上日動火災保険
・大分みらい信用金庫 株式会社大分支店
・三和酒類株式会社 ・九州電力株式会社大分支店
・株式会社トキハ ・株式会社テレビ大分
・日本政策金融公庫大分支店 ・株式会社大分放送

『おおいた地域連携プラットフォーム』 ＝ プラットフォーム （2023年9月末現在）

（黒字：私立 青字：国立 赤字：公立）

審議

実施

総会
構成：会長（大分大学）、会員（各機関の長）

協議

承認

審議

決定

協働事務局

事業推進本部会議
構成：本部長・副本部長（総会選出）、各部会長・副部会長、協働事務局長・副局長

 オール大分で取組む、地域の課題解決等を目的とした恒常的な議論の場を運営
 中長期計画の進捗管理 ✓高等教育のグランドデザインの議論 等

審議

決定

地域交流・課題
検討部会

構成：部会長（地方公共
団体・県）、全市町村、大
学等、経済団体・企業等

計38団体

県内課題を共有、人的
資産を有効活用し、地
域課題解決検討・実施

①自治体・産業界等と
大学等の連携推進

②課題解決による地域
活性化の推進

③学生のフィールド
ワーク等の推進

部会関連のワーキング
グループの設置 等

教育プログラム
開発部会

構成：部会長（高等教育
機関・大学）、全高等教育
機関、大分県 計14団体

県内のニーズを踏まえ、
人的資産の能力向上
手段を検討・開発・実施

④地域に密着した科目
の充実

⑤高等教育の質向上
⑥学び直し機会の提供
⑦地域創生人材の育

成と質保証
部会関連のワーキング

グループの設置 等

地域人材創出
部会

構成：部会長（産業界・企
業）、県、市町村、県教委、
高等教育機関、経済団
体・企業等 計23団体

人的資産の確保につい
て検討・実施

⑥学び直し機会の提供
⑦地域創生人材の育

成と質保証
⑧高等教育機関進学

率の向上
⑨若年人口流出抑制
⑩県内就職の促進
部会関連のワーキング

グループの設置 等

連
携

連
携

事務

調整

外部評価委員会

第２期計画実施期間（PDCA による進捗管理） 策定検討期間 

23 年度事業承認 

次期計画 

計画承認 

原案決定 全体案検討 

年次承認 

第１期 


